
令和３年３月３１日発行

主
な
内
容

1面  令和 3 年度国民健康保険料の所得割料率・均等割額が決定しました　 2面  国民健康保険料の納め方／国民健康保険料のお支払いは口座振替で！／特別徴収の
方でも口座振替に変更できます／保険料のお支払いが困難なときは／国民健康保険料の賦課決定の期間制限について／国民健康保険は助け合いの制度です　 3面  均
等割額の軽減措置について／会社都合等により離職された方の保険料の軽減について／後期高齢者医療制度に加入する方に扶養されている方の保険料の減額について
／国民健康保険の加入・喪失手続きに必要な書類について　 4面  国民健康保険被保険者証の枝番の追加について／国民健康保険被保険者証の発送について／国民健
康保険高齢受給者証について／外国籍の方の国民健康保険被保険者証の有効期限について／給付金の申請を忘れていませんか？／ 70 歳以上の方の高額療養費につい
て　 5面 【総合健康診査】を受診してください／マイナンバーカードが健康保険証として利用できるようになります　 6面  後期高齢者医療制度のお知らせ 

国民健康保険、後期高齢者医療制度の申請・届出にはマイナンバー（個人番号）の記入と本人確認が必要です。
詳しくは各担当へお問い合わせ下さい。 

マイナンバーがわかるもの（個人番号カード等）
と身分証明書をご提示ください。

あなたの世帯の保険料を計算してみましょう 

後期高齢者 
支援金分保険料
介護納付金分保険料

（40〜64歳の方） 

加入者（対象者）全員の
賦課のもととなる所得 

医療分保険料 ×  7.13% ＋ 38,800円  × ＝人 ① 円円

×  2.41% ＋ 13,200円  × ＝人 ② 円円

×  2.18% ＋ 17,000円  × ＝人 ③ 円円

一人あたりの
均等割額 

加入者数
（対象者数） 料率

一年間の保険料額（あなたの場合）（①＋②＋③） 円

社
会
保
険
料
控
除
に
つ
い
て

　
１
月
か
ら
１２
月
ま
で
の
１
年
間
に
納
め
た
国
民
健
康
保
険
料
は
、

確
定
申
告
等
の
際
に
社
会
保
険
料
控
除
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

な
お
、
申
告
の
際
に
は
領
収
証
書
の
添
付
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

一年間の保険料額（モデル世帯）（①＋②＋③） 467,452円

介護納付金分
保険料

（40〜64歳の方） 

40〜64歳までの方
の介護保険被保険者

（第2号被保険者）の
保険料です 

所　得　割　額 均　等　割　額

2,512,400円

対象者全員の賦課
のもととなる所得 

2.18%
料率

1名 
対象者数

× × ＝＋      17,000円

一人あたりの
均等割額

71,770円
③

後期高齢者 
支援金分保険料

（加入者全員） 

後期高齢者医療制度
が円滑に運営される
ためにあてられる保
険料です 

所　得　割　額 均　等　割　額

2,512,400円

加入者全員の賦課
のもととなる所得 

2.41%
料率

3 名 
加入者数

× × ＝＋      13,200円

一人あたりの
均等割額

100,148 円 
②

医療分保険料
（加入者全員） 

皆さんの医療費にあ
てられる保険料です 

所　得　割　額 均　等　割　額

2,512,400円

加入者全員の賦課
のもととなる所得 

7.13%
料率

3 名 
加入者数

× × ＝＋      38,800円

一人あたりの
均等割額

295,534 円 
①

区分ごとの保険料は 

令和 3 年度令和 3 年度 
国民健康保険料の所得割料率・均等割額が決定しました 国民健康保険料の所得割料率・均等割額が決定しました 

令和 3 年 6 月15 日（予定）に国民健康保険料の通知書を発送します 

加入者全員の賦課のもととなる所得　2,512,400 円 

　前年の総所得金額及び山林所
得金額ならびに株式・長期（短期）
譲渡所得金額等の合計から基礎
控除額43万円を控除した金額です

（ただし、雑損失の繰越控除額は
控除しません）。 

賦課のもととなる所得とは？ 加入者の賦課のもとと
なる所得を求めます 

総所得－４３万円

世帯構成 令和 2年中の収入 総所得
世帯主 41歳 給与収入 4,230,000 円 2,942,400 円 

妻 38歳 給与収入 600,000 円 50,000 円

子 11歳 収入なし 0 円 0 円

賦課のもととなる所得
世帯主 2,512,400 円 

妻 0 円 

子 0 円 

保険料の計算方法　次のモデル世帯で保険料を計算します 

※国民健康保険料に含まれる介護納付金分は、４０歳から６４歳までの方が対象となります。※６５歳以上の方の介護保険料は、介護保険課より別途通知されます。

所得割料率

3年度  2年度 前年度比較
（ポイント） 

医療分 7.13% 7.14% △0.01 

後期高齢者
支援金分 2.41% 2.29% ＋0.12

小　計 9.54% 9.43% ＋0.11

介護
  納付金分※ 2.18%  1.99% ＋0.19

合　計 11.72% 11.42% ＋0.30 

均等割額

3年度  2年度 前年度比較 

医療分 38,800円 39,900円 △1,100円

後期高齢者
支援金分 13,200円 12,900円 ＋300円

小　計 52,000円 52,800円 △800円

介護
  納付金分※ 17,000円 15,600円 ＋1,400円 

合　計 69,000円 68,400円 ＋600円

最高限度額

3年度  2年度 前年度比較 

医療分 630,000円 630,000円 0円 

後期高齢者
支援金分 190,000円 190,000円 0円 

小　計 820,000円 820,000円 0円 

介護
  納付金分※ 170,000円 170,000円 0円 

合　計 990,000円 990,000円 0円 

台
東
区
医療保険制度のお知らせ
（国民健康保険・後期高齢者医療制度）

台東区健康部国民健康保険課
〒110-8615  台東区東上野４丁目５番６号
台東区役所代表電話　5246-1111
台東区HPアドレス
https://www.city.taito.lg.jp



国民健康保険料の納め方　（１面のモデル世帯の場合） 

令和３年（2021）3月31日 （2）

　

毎
月
末
日
（
金
融
機
関
が
休
業
日
の
場
合
は
翌
営

業
日
）
に
自
動
的
に
振
替
ま
す
の
で
納
め
に
出
向
く

必
要
が
な
く
、
大
変
便
利
で
す
。

　
特
別
徴
収
（
年
金
か
ら
の
引
き
落
し
）
を
や
め
て
、

口
座
振
替
を
選
択
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。た
だ
し
、

口
座
振
替
で
確
実
に
納
付
し
て
い
た
だ
け
る
方
に
限

り
ま
す
。
な
お
、
お
手
続
き
を
い
た
だ
い
た
時
期
に

よ
り
、
口
座
振
替
に
切
り
替
わ
る
ま
で
、
４
ヶ
月
ほ

ど
か
か
り
ま
す
。

　

退
職
等
で
収
入
が
減
少
し
た
と
き
等
、
各
期
の
保

険
料
を
一
度
に
納
め
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、
分

割
し
て
納
め
て
い
た
だ
く
こ
と
も
で
き
ま
す
。
必
ず

保
険
料
係
ま
で
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

　

平
日
に
相
談
す
る
こ
と
が
困
難
な
方
は
、
毎
月
第

２
日
曜
日
に
１
階
⑤
番
窓
口
に
て
相
談
窓
口
を
開
設

し
て
い
ま
す
の
で
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

◎
保
険
料
の
支
払
い
が
滞
る
と
…
。

　

災
害
な
ど
特
別
な
事
情
が
あ
る
世
帯
を
除
い
て
、

保
険
料
を
滞
納
し
続
け
た
り
、
納
付
相
談
に
も
応
じ

な
い
世
帯
に
は
、
有
効
期
限
の
短
い
保
険
証
や
、
医

療
機
関
で
の
自
己
負
担
が
10
割
と
な
る
「
被
保
険
者

資
格
証
明
書
」
の
交
付
、
保
険
給
付
の
差
止
め
と
保

険
料
へ
の
充
当
な
ど
の
措
置
を
講
じ
ま
す
。
ま
た
、

法
の
定
め
に
よ
り
滞
納
処
分
（
預
貯
金
、
給
与
や
不

動
産
等
の
差
押
処
分
）
を
行
い
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ

　
口
座
振
替
や
保
険
料
の
納
付
に
つ
い
て

　
　
国
民
健
康
保
険
課
保
険
料
係

☎︎
（
５
２
４
６
）
１
２
５
６

　

国
民
健
康
保
険
料
は
、
原
則
と
し
て
当
該
年
度
の

最
初
の
納
期
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
２
年
を
経
過
し

た
日
以
降
は
、
賦
課
（
保
険
料
を
課
す
る
こ
と
）
の

決
定
及
び
変
更
が
で
き
ま
せ
ん
。

　

国
民
健
康
保
険
の
喪
失
手
続
き
や
所
得
の
修
正
申

告
な
ど
を
遡
っ
て
行
っ
た
場
合
、
保
険
料
を
減
額
す

る
こ
と
が
で
き
な
く
な
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
の

で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

▼
問
い
合
わ
せ

　
国
民
健
康
保
険
課
資
格
係☎︎（

５
２
４
６
）１
２
５
２

国
民
健
康
保
険
料
の

賦
課
決
定
の
期
間
制
限
に
つ
い
て

国
民
健
康
保
険
料
の
お
支
払
い
は
口
座

振
替
で
！ 

保
険
料
の
お
支
払
い
が
困
難
な
と
き
は

※各期別の保険料額は、年間保険料を支払い回数で割った金額（1 円単位の端数は初回に含める）となります。そのため、１回の支払額は１ヶ月分ではあり
ません。ただし、年度途中で保険料が変更になった場合は、この限りではありません。

※納付書でお支払いの場合は、お近くの金融機関、コンビニエンスストア等で納めてください。

特
別
徴
収
の
方
で
も
口
座
振
替
に
変
更

で
き
ま
す

普通徴収 ： 納付書または口座振替で納めていいただく方法です

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 10 月分 11 月分 12 月分 １月分 ２月分 ３月分

年間保険料（467,452 円）を10回払い 

１期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 ８期 ９期 10 期

46,792 円 46,740 円 46,740 円 46,740 円 46,740 円 46,740 円 46,740 円 46,740 円 46,740 円 46,740 円 

各月末日までに納付書または口座振替による納付 

特別徴収 ： 年金から納めていただく方法です
次の❶から❹のすべてにあてはまる世帯が特別徴収の対象となります。 

❶世帯主が国民健康保険に加入している。 
❷世帯の国民健康保険加入者全員の年齢が65歳から74歳までである（年度途中で世帯主が75歳になる場合を除く）。 
❸世帯主の介護保険料が年金より引かれている。 
❹世帯主が年額18万円以上の年金を受給し、介護保険料と国民健康保険料の合計が年金額の2分の1以下である。

４月分 ５月分 ６月分 ７月分 ８月分 ９月分 10 月分 11 月分 12 月分 １月分 ２月分 ３月分

引き落し 引き落し 引き落し 引き落し 引き落し 引き落し

年間保険料を６回払い 

仮徴収3回 
令和3年2月の特別徴収額もしくは令和2年度保険料2ヶ月相当分

本徴収3回 
令和3年度確定保険料より仮徴収額を差し引き3回で割った額

年金支給月に国民健康保険料を年金から引き落し 

▼
問
い
合
わ
せ

　
保
険
料
の
賦
課
に
つ
い
て

　
　
国
民
健
康
保
険
課
資
格
係

☎︎
（
５
２
４
６
）
１
２
５
２

　
国
民
健
康
保
険
は
、
病
気
や
け
が
を
し
た
と
き
に
安
心
し
て
医
療
機
関
を
受
診

で
き
る
よ
う
、
加
入
者
（
被
保
険
者
）
が
所
得
に
応
じ
て
保
険
料
を
出
し
合
い
、

医
療
費
の
負
担
を
助
け
合
う
制
度
で
す
。

　
加
入
者
の
方
か
ら
納
め
て
い
た
だ
く
保
険
料
と
、
国
や
東
京
都
の
交
付
金
、
区

費
を
財
源
と
し
て
運
営
し
て
い
ま
す
。

一部の手続きは郵送・電子申請で行うことができます。
詳しくは台東区ホームページをご覧ください。

郵送・電子申請での手続きにご協力ください



※ 1  給与・年金所得者の数が 2 以上の場合は、43 万円＋10 万円×（給与所得者等の数−1） 
給与所得者等とは、給与収入 55 万円超の方及び公的年金収入が 65 歳未満は 60 万円超、65 歳以上は 110 万円超の方をいいます。

※ 2  「加入者数」には、特定同一世帯所属者を含みます。特定同一世帯所属者とは、国民健康保険の被保険者から後期高齢者医療制度に移行し
た後も、引き続き同じ世帯にいる方のことで、その人数や所得も基準額の算出に含めます。

（3） 令和３年（2021）3月31日

　
解
雇
・
倒
産
等
で
非
自
発
的
に
職
を
失
っ
た
方
は
、

届
出
に
よ
り
、
国
民
健
康
保
険
料
が
軽
減
さ
れ
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。

●
対
象
者

　
左
記
①
・
②
両
方
の
条
件
を
満
た
し
て
い
る
方

①
離
職
日
時
点
で
65
歳
未
満
の
方

②
雇
用
保
険
の
特
例
受
給
資
格
者
【
特
】、
高
年
齢

受
給
資
格
者
【
高
】
以
外
の
雇
用
保
険
受
給
資
格

者
で
あ
り
、
か
つ
、
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証

の
離
職
理
由
コ
ー
ド
が
11
、
12
、
21
、
22
、
23
、

31
、
32
、
33
、
34
の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
て
い
る
。

●
軽
減
の
内
容

　

離
職
年
月
日
の
翌
日
か
ら
そ
の
翌
年
度
末
ま
で
の

間
、
前
年
の
給
与
所
得
に
100
分
の
30
を
か
け
て
、
保

険
料
を
計
算
し
ま
す
。
ま
た
、
高
額
療
養
費
の
所
得

区
分
の
判
定
に
お
い
て
も
適
用
し
ま
す
。

●
必
要
な
書
類

①
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
（
原
本
）

②
本
人
確
認
で
き
る
も
の（
運
転
免
許
証
、パ
ス
ポ
ー

ト
等
）

③
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
わ
か
る
も
の
（
個
人
番
号
カ
ー

ド
等
）

※
こ
の
軽
減
対
象
期
間
内
に
被
用
者
保
険
の
適
用
が

あ
る
会
社
に
再
就
職
し
た
が
す
ぐ
離
職
し
、
雇
用

保
険
の
受
給
資
格
が
発
生
し
な
い
場
合
は
、
お
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

●
受
付
場
所
・
問
い
合
わ
せ

　

国
民
健
康
保
険
課
資
格
係
（
区
役
所
２
階
⑫
番
窓

口
）　
☎︎（
５
２
４
６
）１
２
５
２

　

令
和
２
年
中
の
所
得
が
、
左
表
の
計
算
式
に
よ
っ

て
算
出
さ
れ
る
軽
減
判
定
基
準
額
の
範
囲
内
の
世
帯

に
つ
い
て
は
、
均
等
割
額
が
減
額
さ
れ
る
制
度
が
あ

り
ま
す
。

　

判
定
は
世
帯
主
と
国
保
加
入
者
全
員
の
所
得
で
行

い
ま
す
。
所
得
の
な
い
世
帯
も
申
告
が
必
要
で
す
。

申
告
が
お
済
み
で
あ
れ
ば
、
国
民
健
康
保
険
課
へ
の

お
手
続
き
は
不
要
で
す
。

均
等
割
額
の
軽
減
措
置
に
つ
い
て

会
社
都
合
等
に
よ
り
離
職
さ
れ
た
方
の

保
険
料
の
軽
減
に
つ
い
て

○軽減判定基準日は当該年度の４月１日です。年度途中での新規加入世帯の場合は、国保加入日となります。
○軽減判定基準日の翌日以降に人数等に変動があり上記条件に該当したとしても、再判定は行いません。
○世帯主の方が国民健康保険に加入していない場合でも、世帯の他の加入者の方の所得と合計し判定します。
○65歳以上の方で公的年金所得がある場合、公的年金所得から15万円を控除した金額で判定します。

均等割額の軽減割合と軽減判定基準額

軽減割合
軽減判定基準額（世帯の所得の合計） 

令和3年度 〈参考〉令和2年度 

７割軽減 43万円※1 以下  33万円 以下

５割軽減 43万円※1＋加入者数※2×28万5千円 以下  33万円＋加入者数※2×28万5千円 以下

２割軽減 43万円※1＋加入者数※2×52万円 以下 33万円＋加入者数※2×52万円 以下

　

現
在
、
被
用
者
保
険
に
加
入
し
て
い
る
方
が
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
す
る
場
合
、
そ
の
方
の
被

扶
養
者
は
、
保
険
の
切
り
替
え
手
続
き
が
必
要
と
な

り
ま
す
。

　

元
被
扶
養
の
方
は
他
の
被
用
者
保
険
や
国
民
健
康

保
険
組
合
、
国
民
健
康
保
険
の
い
ず
れ
か
に
加
入
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

な
お
、
国
民
健
康
保
険
に
加
入
さ
れ
る
65
歳
以
上

の
方
は
、
左
記
の
と
お
り
保
険
料
が
減
額
さ
れ
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。

●
対
象
者

　
左
記
①
・
②
両
方
の
条
件
を
満
た
し
て
い
る
方

①
現
在
、
被
用
者
保
険
※
に
加
入
し
て
い
る
が
、
今

後
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
す
る
方
に
扶

養
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
、
年
齢
が
65
歳
か
ら
74
歳

ま
で
で
あ
る
。

②
国
民
健
康
保
険
に
加
入
す
る
。

※
国
民
健
康
保
険
組
合
は
除
く
。

●
減
額
の
内
容

▽
加
入
よ
り
２
年
間
、
均
等
割
額
が
半
額
と
な
り
ま

す
。

▽
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
間
、
所
得
割
額

が
全
額
免
除
と
な
り
ま
す
。

●
必
要
な
書
類

①
被
用
者
保
険
の
被
扶
養
者
資
格
喪
失
証
明
書

②
本
人
確
認
で
き
る
も
の（
運
転
免
許
証
、パ
ス
ポ
ー

ト
等
）

③
世
帯
主
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
わ
か
る
も
の
（
個
人

番
号
カ
ー
ド
等
）

●
受
付
場
所

　
国
民
健
康
保
険
課
資
格
係

（
区
役
所
２
階
⑫
番
窓
口
）、

区
民
事
務
所
、
同
分
室

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
す
る
方

に
扶
養
さ
れ
て
い
る
方
の
保
険
料
の
減

額
に
つ
い
て 

　

会
社
を
退
職
す
る
等
、
被
用
者
保
険
や
国
民
健
康

保
険
組
合
を
喪
失
し
た
場
合
は
、
国
民
健
康
保
険
に

加
入
す
る
手
続
き
が
必
要
で
す
。
ま
た
、
国
民
健
康

保
険
に
加
入
し
て
い
た
方
が
、
新
た
に
被
用
者
保
険

や
国
民
健
康
保
険
組
合
に
切
り
替
わ
る
場
合
は
、
国

民
健
康
保
険
喪
失
の
手
続
き
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

　

各
事
由
が
発
生
し
た
日
か
ら
、
14
日
以
内
に
お
手

続
き
く
だ
さ
い
。

●
加
入
の
手
続
き
に
必
要
な
書
類

①
被
用
者
保
険
や
国
民
健
康
保
険
組
合
の
資
格
喪
失

証
明
書

②
本
人
確
認
で
き
る
も
の（
運
転
免
許
証
、パ
ス
ポ
ー

ト
等
）

③
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
わ
か
る
も
の
（
個
人
番
号
カ
ー

ド
等
）

※
住
民
票
上
別
世
帯
の
方
が
届
出
を
す
る
場
合
は
、

④
委
任
状
⑤
代
理
人
の
本
人
確
認
が
で
き
る
も
の

が
必
要
と
な
り
ま
す
。

●
喪
失
の
手
続
き
に
必
要
な
書
類

①
新
た
に
加
入
し
た
被
用
者
保
険
や
国
民
健
康
保
険

組
合
の
被
保
険
者
証

②
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証

③
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
わ
か
る
も
の
（
個
人
番
号
カ
ー

ド
等
）

●
受
付
場
所

　

国
民
健
康
保
険
課
資
格
係
（
区
役
所
２
階
⑫
番
窓

口
）、
区
民
事
務
所
、
同
分
室

◆
手
続
き
は
、
郵
送
で
も
受
け
付
け
て
い
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ

　
国
民
健
康
保
険
課
資
格
係

　
☎︎（
５
２
４
６
）１
２
５
２

国
民
健
康
保
険
の
加
入
・
喪
失
手
続
き
に

必
要
な
書
類
に
つ
い
て



　

令
和
3
年
3
月
29
日
以
降
に
交
付
す
る
保
険
証
に

は
枝
番
（
個
人
を
識
別
す
る
2
桁
の
番
号
）
が
印
字

さ
れ
ま
す
。
そ
れ
以
前
に
交
付
し
た
保
険
証
に
は
枝

番
が
印
字
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
が
、
そ
の
ま
ま
ご
使
用

い
た
だ
け
ま
す
。

　

な
お
、
枝
番
が
印
字
さ
れ
た
保
険
証
は
、
令
和
3

年
10
月
の
保
険
証
一
斉
更
新
時
に
送
付
い
た
し
ま

す
。

　

国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証
は
、
原
則
２
年
ご
と

に
一
斉
更
新
を
行
い
、
世
帯
主
様
あ
て
に
簡
易
書
留

で
送
付
し
ま
す
。
令
和
３
年
10
月
１
日
以
降
の
保
険

証
は
９
月
上
旬
に
発
送
予
定
で
す
。

　

受
取
り
が
で
き
な
か
っ
た
場
合
は
、
郵
便
局
で
保

管
さ
れ
た
後
、
台
東
区
役
所
へ
返
送
さ
れ
ま
す
。

　

受
取
り
が
で
き
な
か
っ
た
方
は
国
民
健
康
保
険
課

資
格
係
☎︎
（
５
２
４
６
）
１
２
５
２
ま
で
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

　

国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
方
が
70
歳
に
な

る
と
、
自
己
負
担
割
合
を
表
示
し
た
「
国
民
健
康
保

険
高
齢
受
給
者
証
」
を
お
送
り
し
ま
す
。
誕
生
月
の

翌
月
１
日
（
１
日
生
ま
れ
の
方
は
誕
生
月
の
１
日
）

か
ら
有
効
と
な
り
ま
す
。
医
療
機
関
で
受
診
さ
れ
る

場
合
は
、
保
険
証
と
一
緒
に
窓
口
に
提
示
し
て
く
だ

さ
い
。

　

高
齢
受
給
者
証
は
満
70
歳
に
な
っ
た
月
の
下
旬

（
１
日
生
ま
れ
の
方
は
前
月
）
に
世
帯
主
あ
て
に
郵

送
し
ま
す
。

　

一
部
負
担
金
の
割
合
は
、
前
年
（
１
月
か
ら
７
月

ま
で
は
前
々
年
）
の
所
得
に
よ
っ
て
２
割
ま
た
は
３

国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証
の
枝
番
の

追
加
に
つ
い
て

国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証
の
発
送
に

つ
い
て

国
民
健
康
保
険
高
齢
受
給
者
証
に
つ
い
て

割
負
担
と
な
り
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ

　
国
民
健
康
保
険
課
資
格
係☎︎（

５
２
４
６
）１
２
５
２

　

在
留
許
可
の
更
新
が
遅
れ
て
い
る
方
で
保
険
証
の

有
効
期
限
が
切
れ
て
し
ま
っ
た
方
は
、
パ
ス
ポ
ー
ト

や
在
留
カ
ー
ド
な
ど
で
ビ
ザ
更
新
中
の
確
認
が
取
れ

れ
ば
、
有
効
期
限
を
２
カ
月
だ
け
延
長
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

●
受
付
場
所

　

国
民
健
康
保
険
課
資
格
係
（
区
役
所
２
階
⑫
番
窓

口
）、
区
民
事
務
所
、
同
分
室

　

在
留
期
限
の
満
了
日
に
よ
り
、
保
険
証
の
有
効
期

限
が
個
人
ご
と
に
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

国
民
健
康
保
険
の
給
付
を
受
け
る
権
利
は
２
年
間

で
消
滅
し
ま
す
。
時
効
の
起
算
日
か
ら
２
年
過
ぎ
て

し
ま
う
と
、
給
付
を
受
け
ら
れ
な
く
な
っ
て
し
ま
い

ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

外
国
籍
の
方
の
国
民
健
康
保
険
被
保
険

者
証
の
有
効
期
限
に
つ
い
て

給
付
金
の
申
請
を
忘
れ
て
い
ま
せ
ん
か
？

令和３年（2021）3月31日 （4）

給付金の種類 起算日 

療養費 療養を受けた日（医療機関等
を受診した日）の翌日 

高額療養費 診療日の属する月の翌月1日

出産育児一時金 出産のあった日の翌日 

葬祭費 葬祭を行った日の翌日 

〈主な給付金の時効の起算日〉 

▶︎問い合わせ
　　国民健康保険課給付係

☎︎ （５２４６）１２５３

　

１
か
月
間
（
同
月
内
）
に
か
か
っ
た
医
療
費
の
自
己
負
担
額
が
、
定
め
ら
れ
た
自
己
負
担
限
度
額
を
超
え
た

と
き
、
超
え
た
費
用
を
高
額
療
養
費
と
し
て
支
給
し
ま
す
。
た
だ
し
、
保
険
適
用
分
の
費
用
の
み
対
象
と
な
り
、

食
事
代
や
自
費
分
は
高
額
療
養
費
の
計
算
対
象
外
で
す
。
対
象
の
方
に
は
、
申
請
書
を
診
療
月
の
約
４
か
月
後

に
送
付
し
ま
す
の
で
、
ご
提
出
く
だ
さ
い
。（
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
方
は
、
一
度
申
請
す
る
と
振
込
口
座
が

登
録
さ
れ
ま
す
の
で
、
次
回
以
降
は
自
動
で
口
座
に
振
り
込
ま
れ
ま
す
）

▼
問
い
合
わ
せ

　
国
民
健
康
保
険
課
給
付
係

　
　
　
　
　
　
　
　
　
☎︎（
５
２
４
６
）１
２
５
３

　
国
民
健
康
保
険
課
後
期
高
齢
者
医
療
係

　
　
　
　
　
　
　
　
　
☎︎（
５
２
４
６
）１
２
５
４

70
歳
以
上
の
方
の
高
額
療
養
費
に
つ
い
て

【１か月の自己負担限度額】

負担割合 所得区分 外来＋入院（世帯ごと）
外来（個人ごと）

３割

現役並み所得Ⅲ
課税所得：690万円以上

252,600円＋（10割分の医療費ー842,000円）×１％
〈多数回該当　140,100円〉 ★

現役並み所得Ⅱ
課税所得：380万円以上

167,400円＋（10割分の医療費ー558,000円）×１％
〈多数回該当　93,000円〉 ★

現役並み所得Ⅰ
課税所得：145万円以上

80,100円＋（10割分の医療費ー267,000円）×１％
〈多数回該当　44,400円〉 ★

２割
（後期高齢者医療制

度加入者は１割）

一般世帯
18,000円

（外来年間合算該当 144,000円）※
57,600円

〈多数回該当 44,400円〉 ★

住民税
非課税等

区分Ⅱ
8,000円

24,600円

区分Ⅰ 15,000円

★ 12か月間に４回以上、 世帯の限度額を超えて高額療養費の支給を受けた場合は、 ４回目から世帯の限度額が下
がります。

※外来年間合算制度について

　一般世帯については、外来にかかる１年間（令和元年 8 月１日～令和２年 7 月 31 日）の自己
負担額合計額が個人で、年間 14.4 万円を超える場合、超過分が支給されます。対象者には、通
知を送付します（国民健康保険の方は令和 2 年 12 月、後期高齢者医療制度の方は令和３年２月
発送）のでご申請ください。

注１） 月ごとの高額療養費制度ですでに振込先の口座が登録してある場合は自動で振り込みますので原則、申請手続き
は必要ありません。

注２） 計算期間の途中で他の区市町村から転入したり、医療保険が変わった場合は、支給申請通知が届かない場合があ
ります。対象になると思われる場合は、お問い合わせください。

ジェネリック医薬品を希望する場合は、医療機関や薬局にご相談ください。
お薬代が軽減される場合があります。

かしこく使おうジェネリック医薬品



マイナンバーカードが健康保険証として利用できるようになりますマイナンバーカードが健康保険証として利用できるようになります

　
台
東
区
は
、国
で
定
め
ら
れ
た
「
特
定
健
康
診
査
」

に
検
査
項
目
を
追
加
し
た
「
総
合
健
康
診
査
」
を
無

料
で
実
施
し
て
い
ま
す
。

　

対
象
の
方
に
は
、
青
い
封
筒
で
誕
生
月
ご
と
に
受

診
票
を
送
付
し
ま
す
。

　

生
活
習
慣
病
予
防
や
早
期
発
見
の
た
め
、
年
１
回

の
健
診
を
受
診
し
て
く
だ
さ
い
。

●
費
用　
無
料

●
対
象
者

▽
台
東
区
国
民
健
康
保
険
に

加
入
し
て
い
る
40
歳
以
上

の
方

▽
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に

加
入
し
て
い
る
方

※ 

医
療
機
関
を
受
診
中
の
方
も

総
合
健
康
診
査
の
対
象
で
す
。 

か
か
り
つ
け
医
と
相
談
の
上
、

受
診
し
て
く
だ
さ
い
。

●
実
施
場
所

　
実
施
医
療
機
関
一
覧
を

　
受
診
票
と
と
も
に
送
付

【
総
合
健
康
診
査
】
を

受
診
し
て
く
だ
さ
い

▼
問
い
合
わ
せ

　
保
健
サ
ー
ビ
ス
課
母
子
成
人
保
健
担
当

☎︎
（
３
８
４
７
）９
４
８
１

　
国
民
健
康
保
険
課
庶
務
係☎︎

（
５
２
４
６
）１
２
５
１

　
国
民
健
康
保
険
課
後
期
高
齢
者
医
療
係

☎︎
（
５
２
４
６
）１
２
５
４

　

総
合
健
康
診
査
の
結
果
に
基
づ
き
、
生
活
習
慣
病

の
危
険
性
が
高
い
と
判
定
さ
れ
た
方
に
は
、
保
健
師

や
管
理
栄
養
士
な
ど
の
専
門
家
が
生
活
習
慣
の
見
直

し
や
改
善
を
お
手
伝
い
す
る
「
特
定
保
健
指
導
」
を

ピ
ン
ク
の
封
筒
で
案
内
し
て
い
ま
す
。

　

生
活
習
慣
病
予
防
や
健
康
保
持
増
進
の
た
め
、
案

内
が
届
い
た
方
は
、
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

●
対
象
者

【
積
極
的
支
援
】

　
生
活
習
慣
病
の
危
険
性
が
高
め
の
方

【
動
機
付
け
支
援
】

　
生
活
習
慣
病
の
危
険
性
が
中
程
度
の
方

●
実
施
内
容

　

保
健
師
や
管
理
栄
養
士
な
ど
の
専
門
家
と
面
接
を

行
っ
た
後
、
３
～
６
か
月
の
間
、
生
活
習
慣
の
改

善
に
取
り
組
み
ま
す
。

●
費
用　
無
料

▼
問
い
合
わ
せ

　
国
民
健
康
保
険
課
庶
務
係☎︎

（
５
２
４
６
）１
２
５
１

『
特
定
保
健
指
導
』
に
つ
い
て

●総合健康診査の検査項目

身体計測 身長・体重・BMI（肥満度）
腹囲（74歳以下の方のみ）

血圧測定 収縮期血圧・拡張期血圧

血液検査 脂質・肝機能・腎機能・尿酸・
血糖・貧血　等

尿 検 査 尿糖・尿蛋白・尿潜血

心 電 図
検　　査

不整脈や狭心症、心筋梗塞
等の心臓病の兆候

胸部Ｘ線
検　　査

肺炎、肺結核、肺がん等の
呼吸器疾患の有無

※上記検査以外に、医師の診察があります。
※ 医師の判断により眼底検査と耳鼻咽喉科検査を別途

実施する場合があります。また、医師の判断によっ
ては一部の検査を実施しない場合もあります。

※ 総合健康診査と同時に台東区で実施している 
「大腸がん検診」も受診できます。

誕生月※ 受診票の発送時期 受診期間
4月～8月生 第１期 ５月末 6月１日～9月30日
9月～12月生 第２期 ７月末 8月１日～11月30日
1月～3月生 第３期 ９月末 10月１日～1月31日

※昭和21年6～7月生まれの方は、令和3年度のみ7月末に発送します。
※昭和21年8～9月生まれの方は、令和3年度のみ9月末に発送します。

この封筒が届いたら、
健診を受診してください

どうやって
使うの？

とっても
簡単！

ピッと
かざすだけ！

○ ○ 病 院 総 合 受 付

診察券入れ

①マイナンバーカードをカードリーダーにかざす
②オンラインであなたの医療保険資格を確認
※ 今までの保険証も引き続き使用できます。
※ 医療機関や薬局により開始時期は異なります。

こんなメリットがあります

健康保険証として利用する際は事前申込みが必要です。
申込みはマイナポータルでできます。
URL  https://myna.go.jp

スマートフォンやパソコンから、ま
たは郵送で申請ができます。申請方
法についてはこちらをご覧ください。
URL   https://www.kojinbango-

card.go.jp/kofushinse

マイナンバー総合フリーダイヤル　０１２０－９５－０１７８
◆一部のＩＰ電話等で上記ダイヤルにつながらない場合
通知カード、マイナンバーカード
０５０－３８１８－１２５０
その他のお問合せ
０５０－３８１６－９４０５

利用申込みが必要です

カードを持っていない方

マイナンバーに関するお問い合わせ

マイナンバーカードの
↓申請方法はこちら↓

https://www.kojinbango-
card.go.jp/kofushinse/

受付時間（年末年始を除く）
平　日　９：３０～２０：００
土日祝　９：３０～１７：３０

（5） 令和３年（2021）3月31日

就職・転職・引越しを
しても、健康保険証と
してずっと使えます。
　 ※ 加入・喪失の届出は 

引き続き必要です。

マイナポータルで自分の特定
健診の情報（2021年3月から
予定）、薬剤情報・医療費情報

（2021年10月から予定）を確
認できるようになります。

高齢受給者証や限度額適
用認定証※などの書類の
持参が不要になります。
※ 保険料の滞納がある場合は、

利用できないことがあります。

オンライン資格確認に
より、医療機関や薬局
での受付がスムーズに
なります。

マイナポータルを通じて
確定申告の手続きが簡単
になります（令和3年確定
申告より）。

▽対象　35 歳以上で台東区の国民健康保険または後期高齢者医療制度に加入し、前年度までの保険料を完納している方
▽補助額　2 万円　▽受診場所　台東区の契約医療機関　▽申込方法等の詳細は右記へ　国民健康保険課庶務係　☎︎（5246）1251

人間ドック利用補助



均等割額　 
被保険者一人あたり

44,100 円

Ａ 所得割額　 
賦課のもととなる所得金額★

× 8.72％ 

B
＋＝保険料額

（限度額 64 万円）

令和３年（2021）3月31日 （6）

〜 後期高齢者医療制度は、みんなで支えています 〜
この制度は、医療費の患者負担分を除き、原則として公費（約５割）、現役世代からの支援金（約４割）の他、被保険者の方から納めていただく保険料（約１割）で運営しています。
高齢者の方が安心して医療を受けられる仕組みを、世代を超えて、みんなで支えています。

　
保
険
料
の
納
付
方
法
は
、
原
則
と
し
て
介

護
保
険
料
が
引
か
れ
て
い
る
年
金
と
同
じ

年
金
か
ら
引
き
落
と
さ
れ
ま
す
（
特
別
徴

収
）。

　
年
金
額
が
年
額
18
万
円
未
満
の
方
や
介
護

保
険
料
と
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の
合
計

額
が
年
金
受
給
額
の
２
分
の
１
を
超
え
る
方

な
ど
は
、
納
付
書
や
口
座
振
替
に
よ
り
納

め
て
い
た
だ
き
ま
す （
普
通
徴
収
）。

※
年
度
の
途
中
で
75
歳
に
な
ら
れ
た
方
や
他
の
区

市
町
村
か
ら
転
入
さ
れ
た
方
は
、
一
定
期
間
普

通
徴
収
と
な
り
ま
す
。

※
国
民
健
康
保
険
料
の
振
替
口
座
は
引
き
継
が
れ

ま
せ
ん
。
新
た
に
口
座
振
替
の
手
続
き
が
必
要

で
す
。

※
年
金
か
ら
の
引
き
落
し
を
中
止
し
て
口
座
振
替

を
希
望
さ
れ
る
方
は
、
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。

保
険
料
の
納
め
方

　
お
送
り
す
る
通
知
は
、
令
和
元
年
中
の
所

得
金
額
を
も
と
に
暫
定
的
に
決
定
し
た
も

の
で
す
。
令
和
３
年
度
の
住
民
税
が
確
定
し

た
後
に
再
計
算
し
、
確
定
し
た
保
険
料
の
通

知
を
７
月
中
旬
に
お
送
り
す
る
予
定
で
す
。

※ 

４
月
～
６
月
の
保
険
料
額
は
、
旧
軽
減

割
合
で
計
算
し
ま
す
。

令
和
３
年
度
後
期
高
齢
者
医
療

保
険
料（
暫
定
分
）の
通
知
を
４

月
中
旬
ま
で
に
送
り
ま
す

賦課のもととなる
所得金額 軽減割合 

15万円まで 5割

20万円まで 2.5割

賦課のもととなる所得金額★をもと
に、所得割額を軽減します。

Ｂ 所得割額の軽減Ａ 均等割額の軽減

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
で
は
、
制
度
加

入
前
日
ま
で
会
社
の
健
康
保
険
な
ど
（
国

保
・
国
保
組
合
は
除
く
）
の
被
扶
養
者
だ
っ

た
方
は
、
所
得
割
額
が
免
除
と
な
り
、
均

等
割
額
が
、
加
入
か
ら
２
年
を
経
過
す
る

月
ま
で
５
割
軽
減
と
な
り
ま
す
。　

　

た
だ
し
、【
表
１
】
の
軽
減
に
該
当
す
る

場
合
は
、
軽
減
割
合
の
高
い
方
が
優
先
さ

れ
ま
す
。

制
度
加
入
直
前
に
社
会
保
険
の
被

扶
養
者
だ
っ
た
方
の
保
険
料
の
軽
減

社
会
保
険
料
控
除
に
つ
い
て

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
は
、
所
得
税
や
住
民
税
を
計
算
す
る
と
き
に
、
社
会
保
険

料
と
し
て
控
除
さ
れ
ま
す
。
特
別
徴
収
の
方
は
、
ご
本
人
に
社
会
保
険
料
控
除
が
適
用

さ
れ
ま
す
が
、
口
座
振
替
を
選
択
さ
れ
た
場
合
は
、
口
座
振
替
に
よ
り
保
険
料
を
納
付

し
て
い
た
だ
い
た
方
（
口
座
名
義
人
）
に
適
用
さ
れ
ま
す
。

　後期高齢者医療制度は、75 歳以上の方及び 65 歳以上で一定の障害があり認定を受けた方を対象とした医療制度です。後期高齢者
医療保険料は東京都後期高齢者医療広域連合※で決められ、被保険者一人ひとりに納めていただきます。保険料率は、２年ごとに見直し
が行われ、東京都内で均一です。  ※ 東京都後期高齢者医療広域連合は、後期高齢者医療制度を運営する特別地方公共団体（自治体）です。

後期高齢者医療制度のお知らせ
問い合わせ　後期高齢者医療係　☎︎（5246）1254　　後期高齢者保険係　☎︎（5246）1491

令和 2・3 年度　保険料額（年額）

★賦課のもととなる所得金額とは？
　前年の総所得金額および山林所得金額ならびに株式・長期（短期）譲渡所得金額等の合計から地方税法に定める基礎控除額（合計所得金額が 2,400 万円以下の場合は 43 万円）を控除した額
です（雑損失の繰越控除額は控除しません）。

※被保険者と同一世帯に属する世帯主および被保険者のうち、 年金・給与所得者の数が2人以上の場合、 {　 } 内を計算した額で判定します。
※軽減判定は、 当該年度の4月1日（年度途中に東京都で資格取得した方は資格取得時）における世帯状況により行います。
※65歳以上（令和３年１月１日時点）の方の公的年金所得については、 その所得からさらに高齢者特別控除額15万円を差し引いた額で判定します。

同じ世帯の被保険者全員と世帯主の総所得金額等の合計をもとに、
均等割額を軽減します。

総所得金額等の合計が下記に該当する世帯 軽減割合 （軽減後の均等割額）

43万円＋{（年金・給与所得者の合計数－1）×10万円 } 以下 7割（13,230円）

43万円＋{（年金・給与所得者の合計数－1）×10万円 }
＋28.5万円×(被保険者数) 以下

５割（22,050円）

43万円＋{（年金・給与所得者の合計数－1）×10万円 }
＋52万円×(被保険者数) 以下

２割（35,280円）

保険料の軽減措置 ※軽減には所得の申告が必要となる場合があります。

※東京都後期高齢者医療広域連合独自の
軽減措置です。

区の職員が電話をして ATM 等で還付金などの手続きを指示することはありません。
少しでも怪しいと思ったら、区役所に確認し、警察へ相談しましょう。還付金詐欺にご注意ください

　

保
険
証
や
お
薬
手
帳
に
貼
る
こ
と
で
、

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
を
希
望
し
て
い
る
こ

と
が
医
療
機
関
や
薬
局
に
伝
わ
り
ま
す
。

　

お
薬
代
の
負
担
軽
減
に
つ
な
が
り
ま
す

の
で
、
ぜ
ひ
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
希
望
シ
ー
ル
を

ご
活
用
く
だ
さ
い
。

ジェネリック医薬品を希望される方は、保険証
送付時に同封している「希望シール」を保険証の
文字にかからないところへ貼ってください。

【表１】

【表 2】


